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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第73期

第１四半期累計期間
第74期

第１四半期累計期間
第73期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年６月30日

自 2022年４月１日
至 2022年６月30日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 (千円) 2,217,044 1,551,878 8,819,436

経常利益又は経常損失（△） (千円) 141,343 △40,548 526,916

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失（△）

(千円) 118,625 △30,832 373,494

持分法を適用した場合の
投資利益又は投資損失（△）

(千円) 1,186 △6,057 2,912

資本金 (千円) 954,000 954,000 954,000

発行済株式総数 (千株) 1,452 1,452 1,452

純資産額 (千円) 5,542,054 5,691,421 5,718,878

総資産額 (千円) 11,230,747 14,839,279 13,973,385

１株当たり四半期(当期)純利益
金額又は四半期純損失金額(△)

(円) 84.73 △22.03 266.79

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 40.00

自己資本比率 (％) 49.3 38.4 40.9
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

２. １株当たり四半期（当期）純利益金額の算定上の基礎となる株式の期中平均株式については、「株式給付信

託（BBT）」制度に関する信託口が保有する当社株式を自己株式に含めて計算しております。

 
 
２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれる事業の内容に重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が徐々に収まり、飲食店や観

光地への人の流れが戻りつつあるものの、生産活動や物流の停滞に伴う製品・部品の納入遅延は回復の兆しが全

く見られず、ウクライナ危機や円安による原油等資源価格の高騰やあらゆる物価の上昇でインフレ懸念が高まる

など、先行きはより一層不透明な状況で推移しました。

このような経済情勢の下、当社は全社を挙げて業績の確保に努めましたが、生産機械事業の売上が第２四半期

以降に多くが予定されていることから当四半期は少なく、当第１四半期累計期間の業績は売上高15億５千１百万

円（前年同四半期22億１千７百万円、30.0％減）となりました。

利益面では、原材料費や人件費、販売活動費用の増加等により、営業損失８千８百万円（前年同四半期営業利

益９千３百万円）、経常損失４千万円（前年同四半期経常利益１億４千１百万円）となりました。四半期純損失

は、法人税等の減少から３千万円（前年同四半期純利益１億１千８百万円）となりました。

各セグメント別の業績は次のとおりであります。

包装機械部門におきましては、新型コロナウイルスの影響が継続しているものの、営業訪問や展示会への出展

効果等から当第１四半期累計期間の受注高が前年同期比で10％程度増加しており、売上高６億６千６百万円（前

年同四半期６億４千５百万円、3.3％増）となりました。一方、利益面では、原価率の上昇や人件費、販売活動費

用の増加等による固定費負担が増加したため、セグメント損失１億１千万円（前年同四半期セグメント損失８千

３百万円）となりました。

生産機械部門におきましては、大型プロジェクトを中心に好調な受注が続いておりますが、当第１四半期累計

期間の売上高は、８億８千４百万円（前年同四半期15億７千１百万円、43.7％減）、セグメント利益１億６千５

百万円（前年同四半期３億１千１百万円、46.9％減）に留まりました。

また、共通費は１億４千３百万円（前年同四半期１億３千３百万円、7.6％増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

（資産）

流動資産は、前事業年度末に比べて8.6％増加し、99億６千６百万円となりました。これは、受取手形、売掛

金及び契約資産が６億９千１百万円減少したのに対し、仕掛品が５億３千万円、流動資産のその他に含まれてい

る前渡金が５億２千１百万円それぞれ増加したことなどによります。

　固定資産は、前事業年度末に比べて1.6％増加し、48億７千３百万円となりました。これは、繰延税金資産が

１千４百万円減少したのに対し、投資有価証券が８千２百万円増加したことなどによります。

　この結果、総資産は、前事業年度末に比べて6.2％増加し、148億３千９百万円となりました。

 

（負債）

流動負債は、前事業年度末に比べて14.6％増加し、70億７千９百万円となりました。これは、未払法人税等が

８千５百万円減少したのに対し、前受金が６億３千万円、支払手形及び買掛金が１億８千３百万円それぞれ増加

したことなどによります。

　固定負債は、前事業年度末に比べて0.3％減少し、20億６千８百万円となりました。これは、退職給付引当金

が１千９百万円増加したのに対し、長期借入金が３千１百万円減少したことなどによります。

　この結果、負債合計は、前事業年度末に比べて10.8％増加し、91億４千７百万円となりました。

 

（純資産）

純資産合計は、前事業年度末に比べて0.5％減少し、56億９千１百万円となりました。これは、その他有価証

券評価差額金が５千６百万円増加したのに対し、利益剰余金が８千８百万円減少したことなどによります。

 

 
(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の優先的に対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

 

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期累計期間の研究開発費の総額は１千４百万円であります。

　

　

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,000,000

計 4,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2022年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(2022年８月５日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,452,000 1,452,000
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は
100株であります

計 1,452,000 1,452,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年４月１日～
2022年６月30日

― 1,452,000 ― 954,000 ― 456,280
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(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 
 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2022年６月30日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 13,900
 ―

―

(相互保有株式)
普通株式 32,700
 

―

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,393,700
 

13,937 ―

単元未満株式 普通株式 11,700
 

― ―

発行済株式総数 1,452,000 ― ―

総株主の議決権 ― 13,937 ―
 

(注) １．上記「完全議決権株式(その他)」の中には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。

また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

２．上記「完全議決権株式(その他)」の中には、「株式給付信託（BBT）」により、(株)日本カストディ銀行

　　（信託Ｅ口）が保有する当社株式38,200株が含まれております。　　

 
 

② 【自己株式等】

  2022年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

㈱東京自働機械製作所

東京都千代田区岩本町
３丁目10番７号

13,900 ― 13,900 0.96

(相互保有株式)

東京施設工業㈱

千葉県富里市七栄字
南新木戸538番地２

32,700 ― 32,700 2.25

計 ― 46,600 ― 46,600 3.21
 

(注)　「株式給付信託（BBT）」により、(株)日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式38,200株は、

　　　上記自己保有株式に含まれておりません。

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(2022年４月１日から2022年６月

30日まで)及び第１四半期累計期間(2022年４月１日から2022年６月30日まで)に係る四半期財務諸表について、東陽監

査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

  なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

　  ①  資産基準                           0.37%

    ②  売上高基準                         0.06%

    ③  利益基準                         △0.96%

    ④  利益剰余金基準                     0.64%

     ※会社間項目の消去前の数値により算出しております。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2022年３月31日)
当第１四半期会計期間
(2022年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,831,165 5,298,929

  受取手形、売掛金及び契約資産 2,331,707 1,640,054

  電子記録債権 210,133 142,407

  商品及び製品 407,276 470,209

  仕掛品 771,530 1,301,852

  原材料及び貯蔵品 9,870 12,661

  その他 669,109 1,153,726

  貸倒引当金 △53,876 △53,685

  流動資産合計 9,176,917 9,966,156

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 1,803,610 1,811,636

    減価償却累計額 △1,496,925 △1,504,626

    建物（純額） 306,685 307,009

   構築物 228,834 228,834

    減価償却累計額 △218,153 △218,341

    構築物（純額） 10,681 10,492

   機械及び装置 1,826,658 1,822,415

    減価償却累計額 △1,770,569 △1,772,981

    機械及び装置（純額） 56,089 49,433

   車両運搬具 8,809 8,809

    減価償却累計額 △8,673 △8,707

    車両運搬具（純額） 136 102

   工具、器具及び備品 232,734 237,533

    減価償却累計額 △222,530 △223,657

    工具、器具及び備品（純額） 10,203 13,875

   土地 1,512,578 1,512,578

   リース資産 361,235 360,125

    減価償却累計額 △153,969 △163,279

    リース資産（純額） 207,265 196,846

   有形固定資産合計 2,103,639 2,090,338

  無形固定資産 40,489 54,359

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,602,674 1,684,700

   関係会社株式 14,093 14,093

   繰延税金資産 147,144 132,634

   その他 988,427 996,995

   貸倒引当金 △100,000 △100,000

   投資その他の資産合計 2,652,339 2,728,424

  固定資産合計 4,796,467 4,873,122

 資産合計 13,973,385 14,839,279
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2022年３月31日)
当第１四半期会計期間
(2022年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 2,103,496 2,286,746

  1年内返済予定の長期借入金 144,400 136,200

  リース債務 50,492 52,012

  未払法人税等 97,531 12,300

  前受金 3,170,042 3,800,100

  賞与引当金 302,553 456,055

  品質保証引当金 105,925 107,425

  その他 205,090 228,405

  流動負債合計 6,179,531 7,079,245

 固定負債   

  長期借入金 820,150 788,600

  リース債務 141,778 144,480

  退職給付引当金 982,108 1,001,136

  役員株式給付引当金 26,026 28,090

  その他 104,911 106,305

  固定負債合計 2,074,975 2,068,612

 負債合計 8,254,507 9,147,858

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 954,000 954,000

  資本剰余金 456,280 456,280

  利益剰余金 3,684,205 3,595,847

  自己株式 △89,391 △89,500

  株主資本合計 5,005,094 4,916,627

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 713,784 770,216

  繰延ヘッジ損益 - 4,577

  評価・換算差額等合計 713,784 774,793

 純資産合計 5,718,878 5,691,421

負債純資産合計 13,973,385 14,839,279
 

 

EDINET提出書類

株式会社　東京自働機械製作所(E01534)

四半期報告書

 9/18



(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

売上高 2,217,044 1,551,878

売上原価 1,708,888 1,206,144

売上総利益 508,156 345,734

販売費及び一般管理費 414,409 433,997

営業利益又は営業損失（△） 93,746 △88,263

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 18,987 20,377

 受取賃貸料 42,457 42,179

 雑収入 4,865 3,741

 営業外収益合計 66,311 66,298

営業外費用   

 支払利息 2,140 2,150

 不動産賃貸費用 14,840 15,611

 雑支出 1,733 820

 営業外費用合計 18,713 18,583

経常利益又は経常損失（△） 141,343 △40,548

特別利益   

 投資有価証券売却益 19,800 -

 特別利益合計 19,800 -

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 161,143 △40,548

法人税等 42,518 △9,715

四半期純利益又は四半期純損失（△） 118,625 △30,832
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　該当事項はありません。

 

 

 

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第１四半期累計期間

(自　2022年４月１日　至　2022年６月30日)

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
 

 

 

 

 

(四半期貸借対照表関係)

　該当事項はありません。

 
 
 

(四半期損益計算書関係)

　該当事項はありません。

 
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりであります。

 

 
前第１四半期累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

減価償却費 26,627千円 26,990千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日
定時株主総会

普通株式 57,532 40 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金
 

(注) 配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」制度において設定した信託（信託Ｅ口）に対する配当金

　  1,531千円が含まれております。

 
２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

 

当第１四半期累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月29日
定時株主総会

普通株式 57,526 40 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金
 

(注) 配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」制度において設定した信託（信託Ｅ口）に対する配当金

　  1,531千円が含まれております。

 
２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(持分法損益等)

 

 
前事業年度

(2022年３月31日)
当第１四半期会計期間
(2022年６月30日)

関連会社に対する投資の金額 12,693千円 12,693千円

持分法を適用した場合の投資の
金額

396,478千円 389,368千円
 

 

 
前第１四半期累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

持分法を適用した場合の投資利益
又は投資損失（△）の金額

1,186千円 △6,057千円
 

 

 

 

(企業結合等関係)

　該当事項はありません。

 

 

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 包装機械 生産機械 合計
調整額
(注)１

四半期損益計算書

計上額

(注)２

売上高      

  外部顧客への売上高 645,465 1,571,579 2,217,044 ― 2,217,044

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 645,465 1,571,579 2,217,044 ― 2,217,044

セグメント利益
又は損失（△）

△83,990 311,089 227,098 △133,352 93,746

 

(注) １. セグメント利益又は損失の調整額△133,352千円は全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない総

務部・ＣＳ部等管理部門の人件費・経費等であります。

    ２. セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 包装機械 生産機械 合計
調整額
(注)１

四半期損益計算書

計上額

(注)２

売上高      

  外部顧客への売上高 666,961 884,916 1,551,878 ― 1,551,878

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 666,961 884,916 1,551,878 ― 1,551,878

セグメント利益
又は損失（△）

△110,090 165,286 55,196 △143,459 △88,263

 

(注) １. セグメント利益又は損失の調整額△143,459千円は全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない総

務部・ＣＳ部等管理部門の人件費・経費等であります。

    ２. セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 
 
 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
前第１四半期累計期間（自　2021年４月１日 至　2021年６月30日）

  (単位：千円)

 

 報告セグメント

その他 合計
包装機械 生産機械 計

日本 605,682 10,457 616,139 ― 616,139

北米・ヨーロッパ 166 1,561,122 1,561,288 ― 1,561,288

東南アジア 39,616 ― 39,616 ― 39,616

その他 ― ― ― ― ―

顧客との契約から生じる収益 645,465 1,571,579 2,217,044 ― 2,217,044

その他の収益 ― ― ― ― ―

外部顧客への売上高 645,465 1,571,579 2,217,044 ― 2,217,044
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当第１四半期累計期間（自　2022年４月１日 至　2022年６月30日）

  (単位：千円)

 

 報告セグメント

その他 合計
包装機械 生産機械 計

日本 605,158 2,364 607,522 ― 607,522

北米・ヨーロッパ 90 882,552 882,643 ― 882,643

東南アジア 44,964 ― 44,964 ― 44,964

その他 16,748 ― 16,748 ― 16,748

顧客との契約から生じる収益 666,961 884,916 1,551,878 ― 1,551,878

その他の収益 ― ― ― ― ―

外部顧客への売上高 666,961 884,916 1,551,878 ― 1,551,878
 

 
 
 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は
四半期純損失金額（△）

84.73円 △22.03円

    (算定上の基礎)   

四半期純利益又は四半期純損失（△）　(千円) 118,625 △30,832

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額又は
四半期純損失金額（△） (千円)

118,625 △30,832

普通株式の期中平均株式数 (株) 1,400,009 1,399,834
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額については、株主資本において自己株式として計上され

ている信託に残存する自社の株式を期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。な

お、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、38,280株であります。

 
 
 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

 
 
２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2022年８月５日

株式会社　東京自働機械製作所

取締役会 御中

東 陽 監 査 法 人

　東 京 事 務 所
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐　　山　　正　　則  

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 大　　橋　　　睦  

 

 

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東京自

働機械製作所の2022年４月１日から2023年３月31日までの第74期事業年度の第１四半期会計期間（2022年４月１日から

2022年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京自働機械製作所の2022年６月30日現在の財政状態及び同日を

もって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認

められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 
四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に

準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

    ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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